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に該当するものの順になっている。 

表９ 不開示情報に該当することを理由とするもの及び存否応答拒否によるものの内訳 

（単位：件、％） 

不開示情報の区分 
不開示情報に該当（比率） 存否応答拒否（比率） 

3,777 69 

第１号 個人に関する情報 2,744 (72.7) 54 (78.3) 

第１号の２ 非識別加工情報等 3 (0.1) 0 (0.0) 

第２号 法人等に関する情報 1,636 (43.3) 14 (20.3) 

内訳 
第３号 審議、検討等に関する情報 115 (3.0) 7 (10.1) 

第４号 事務又は事業に関する情報 1,324 (35.1) 18 (26.1) 

イ 国の安全等に関する情報 5 (0.1) 0 (0.0) 

ロ 公共の安全等に関する情報 45 (1.2) 1 (1.4) 

イ及びロ以外 1,293 (34.2) 17 (24.6) 

（注）１件の決定において複数の不開示情報の区分に該当するものがあるため、内訳の合計は「不開示情報に該当」

件数と一致しない場合がある。内訳欄の比率は「不開示情報に該当」件数を100とした場合の比率である。 

ウ 表８の不開示理由の「その他」（開示請求書における形式上の不備又は法の適用除外を理由

とするもの）23件の内訳をみると、表10のとおり、開示請求手数料の未納又は開示請求に係

る対象文書の特定が不十分であることによる開示請求の形式上の不備を理由とするものの

ほか、法の適用除外を理由とするものがある。

なお、開示請求権の濫用を理由とするものはなかった。 

表10 「その他」を理由とするものの内訳 

（単位：件、％） 

その他（合計） 

形式上の不備 
法の適用除

外 

開示請求権

の濫用 必要記載

事項未記載 

開示請求

手数料未納 

対象文書の

特定不十分 
その他 

令和３年度 

（比率） 
23 20 

0 

(0.0) 

10 

(50.0) 

10 

(50.0) 

0 

(0.0) 
3 0 

令和２年度 

（比率） 
32 30 

0 

(0.0) 

10 

(33.3) 

20 

(66.7) 

0 

(0.0) 
2 0 

（注）１ １件の決定において複数の事由に該当するものがあるため、「形式上の不備」の内訳の合計は、「形式上

の不備」件数と一致しない場合がある。 

２ 「形式上の不備」の内訳欄の比率は「形式上の不備」件数を100とした場合の比率である。 

（４）第三者に対する意見書提出の機会の付与等 

開示請求に係る法人文書に国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び開示

請求者以外の者（以下「第三者」という。）に関する情報が記録されているときは、独立行政法

人等は、①当該第三者に意見書の提出の機会を与えることができることとされ（法第14条第１

項（任意的意見聴取））、②公益上の理由により開示しようとするときには、当該機会を与えな

ければならないこととされている（同条第２項（必要的意見聴取））。 

また、当該第三者から開示に反対する旨の意見書が提出された場合において、開示決定をす 
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独立行政法人等名 件数 要した日数 90日以内に諮問できなかった主な特段の事情（○）、再発防止策（⇒）

医薬品医療機器総合機
構

1 799

【特定医薬品にかかる治験実施計画書に係る文書】
○審査請求書において求める内容が明確でないため書面で補正の求めを出したが応答がなく、
その後、電話での確認連絡を行い、審査請求人から補正を行う旨の話があったもののその後も
連絡がなく、情報公開担当部署においても再度書面での補正内容の追加確認を行っていなかっ
たため。
⇒審査請求人に口頭で補正の意思を確認したものの、相当の期間が経過しても回答がない場
合には、書面を発出し、再度相当の期間を定めて補正を求めることとする。また、情報公開窓口
においても事案の進行管理を徹底し、事案を滞留させないように努める。

国立循環器病研究セン
ター

6 303～512

【医療訴訟に関する文書など】
○特定団体からの審査請求書の記載内容について、当該特定団体との医療訴訟に関する事
項があり、当該特定団体が代理人（弁護士）を選任せず訴訟対応をしていたので、訴訟と
本件審査請求の内容の整理・確認のため、当該特定団体と連絡を取ろうとしたが、当該団
体が活動を一時停止しており連絡が取れなかったこと、また、当センターは医療機関であ
り、同時期に情報公開窓口・原課とも新型コロナウイルス感染症の対応に追われたため、
審査会への諮問に至らなかった。
⇒今後は、事案処理についての的確な見通しを立てることができるよう、情報公開窓口と
対象文書を保有する担当課との連携を強化し進行管理を徹底する。

○ 調査日現在、処理方針の検討中、審査会への諮問準備中等としている事案のうち、審査請求を受けてから90日を超過しているもの（資料９）
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